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◆ 全産業合計の各ＤＩの推移（2012年8月以降） 

中小企業を取り巻く経済状況 

 
 ８月の全産業合計の業況ＤＩは、▲２０．５と、前月から▲０．８ポイントのほぼ横ばいで推移。公共工事、自動車関連の

下支えが続くほか、外国人観光客の増加などを背景に観光関連が堅調だったものの、一部で台風や局地的な大雨に
伴う売上減少、客足の伸び悩みなどの影響がみられた。 

 また、仕入や電力料金などのコスト増による収益圧迫や、人手不足に伴う生産・営業活動への影響が広がるほか、人
材確保のための賃上げにより負担が増す中、中小企業における景況感の回復は力強さを欠き、まだら模様の状況が
続く。 

資料：日商「商工会議所ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査」（２０１４年８月） 

従業員ＤＩ 

資金繰りＤＩ 

売上ＤＩ 

採算ＤＩ 

業況ＤＩ 仕入単価ＤＩ 

（下落の回答割合－上昇の回答割合） 

１ 



中小企業の賃金引き上げ状況 

 
 ２０１４年度に賃金の引き上げを実施した企業（見込み含む）（全産業）は５４．６％。 ４月調査の４８．６％

から６．０％増加し、半数を超えた。「現時点では未定」とする企業は２８．０％。 
 ベースアップを実施する理由（全産業）は、「人材の定着やモチベーション向上を図るため」（６２．３％）が

最も多く、「業績が改善しているため（見込み含む）」が３２．５％で続く。 

資料：日商「商工会議所ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査」（２０１４年６月） 
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消費税引き上げ分の転嫁の状況 

 消費税引き上げ分の転嫁の状況は、約６割の事業者が全て転嫁できていると回答。「一部転嫁で 
     きている」を含めると約９割に上る。  
 対消費者向け取引（ＢtoＣ）に比べて、対事業者向け取引（ＢtoＢ） の事業者の方が、「転嫁できて 
     いる」割合が２０％程度高い。 
 売上高が低いほど、「転嫁できていない」との回答が多い。  

資料：日商「中小企業における消費税の価格転嫁に係る実態調査」（第１回）調査結果 

    ◆ 引き上げ分の転嫁の状況                       ◆ 取引形態別・売上高別の転嫁の状況                        
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コスト増の状況及び販売価格への転嫁状況 

 コスト増の状況について、「原材料等の仕入価格が上昇している」企業（全産業）は ９２．５％、「燃料費が上昇している」企業（全
産業）は ９４．９％に上る。また、 「人件費が上昇している」企業（全産業）は７４．０％。 

販売価格への転嫁状況について、人件費は９４．２％ ((ii)+(iii)) 、燃料費は９３．９％ ((ii)+(iii)) 、電力料金は９２．２％ ((ii)+(iii))の
企業が「全く転嫁できていない」または「一部しか転嫁できていない」と回答。原材料等の仕入価格については８３．６％ ((ii)+(iii))
の企業が転嫁できていない。 

【原材料の仕入れ価格】 
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資料：日商「商工会議所ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査」（２０１４年８月） 
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円安が日本経済に与える影響（１） 
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 円安の進行に伴い、海外売上比率の高い大企業の利益率は大幅改善も、中小企業の利益率は小幅 
    の改善にとどまる。 

◆ 売上高経常利益率と為替の推移 

（円） 

資料：財務省「法人企業統計調査」、日本銀行「時系列統計データ」を基に日商が作成 
  ※資本金１千万円以上１億円未満を「中小企業」、資本金１０億円以上を「大企業」として区分。 
    「中小企業」の水準には、資本金１千万円未満の中小企業のデータは含まれない。 
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円安が日本経済に与える影響（２） 
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 中小企業は製造業・非製造業ともに販売価格ＤＩを仕入価格ＤＩが上回っており、交易条件の改善が 
    進んでいない。 

◆ 中小企業の交易条件（製造業） ◆ 中小企業の交易条件（非製造業） 

資料：日本銀行「短観」を基に日商が作成 

仕入価格判断ＤＩ 

販売価格判断ＤＩ 

販売・仕入価格 
判断差 

仕入価格判断ＤＩ 

販売価格判断ＤＩ 

販売・仕入価格 
判断差 
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労働分配率の推移 

 資本金１億円未満企業と１億円以上企業では、労働分配率に大きな開きがある。 

資料：財務省「法人企業統計調査」時系列データ（金融業、保険業以外の業種）を基に日商が作成 
  ※労働分配率＝人件費÷付加価値額 
     人件費＝役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費 
     付加価値額＝人件費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課＋営業純益 
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（％） 
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労働生産性（従業員一人当たり付加価値額）の推移 

 資本金１億円未満企業と１億円以上企業では、労働生産性（従業員一人当たり付加価値額）に 
   約２倍の格差がある。 

資料：財務省「法人企業統計調査」時系列データ（金融業、保険業以外の業種）を基に日商が作成 
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資本金１億円以上（非製造業） 資本金１億円未満（非製造業） 

（万円） 
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